
平成２４年度 行政評価　　　　施策カルテ（平成２０～２３）

政策名
（基本施策名）

１　施策の取組状況
達成率

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H23

基準年 実績 実績 実績 実績 見込み H24見通し

77 69 62 56 50 46.3%

68 115 98 140 108 98 51.0%

10 20 30 39 39 53.8%

7 18 20 21 26 66.7%

H20 H21 H22 H23

重要度 73.5 75.3 73.4 78.5 ％

満足度 10.8 14.5 16.3 18.2 ％

２　重点事業の進捗状況

前期 後期

◆児童虐待防止等ネットワーク会議（総合対策調整会議，進行管理会議，個別ケース会
議）の開催により関係機関と連携し，児童に対する適切な支援を図っている。
⇒　個別ケース会議を活用し，情報共有や意見交換することで，より連携した支援が図ら
れる見通し。
◆児童虐待防止の啓発の充実や連絡体制等の確立のため，地域組織の設置を促進してお
り，過半数の地区に設置されている。
⇒　H24に向け，主任児童委員等との地域子育て支援策の再構築を行い，地域組織の設
置が増加することにより，地域における見守りや支援体制の充実強化が図られる見通し。
◆相談件数が急激に増加し，相談内容も複雑・困難化しているため，相談体制等の充実を
図っている。
⇒　学校との連携体制の整備や教員に対する研修を行っており，就学児童や家庭への対応
が強化される見通し。また，家庭児童相談室における家庭相談員を増員し，相談に対応し
ていることから，子育ての不安解消，未然防止等の強化が図られる見通し。更に，「こん
にちは赤ちゃん事業」や「すこやか訪問事業」等の母子保健事業において児童虐待のリス
ク要因を抱える家庭への早期対応により児童虐待の未然防止が図られる見通し。

◆市民の児童虐待問題に対する関心の高まりから，通告や相談件数が増加し，
内容も複雑困難化していることから，相談に対する迅速かつ適切な支援を図る
ため，専門性の高い相談対応ができる体制の整備とともに，より一層地域や関
係機関との連携強化を図る必要がある。

子ども家庭課 総合計画記載頁

④　子どもへの虐待防止対策の強化

単位

指標の数値（上段：目標値，下段：実績値）
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施策名

件

政策
の柱

Ⅰ 市民の安全で健康な笑顔あふれる暮らしを支えるために ４　愛情豊かに子どもたちを育む

施策主管課

46.3%

通告による児童虐待件数

児童虐待防止等に関する地域組
織の設置

主要な取組内容 施策指標の実績とＨ２４末の見通し
指標の
達成率

施　策　指　標　等
（最上段が，総合計画に基づく指標）

課
題

◆虐待防止事業については，市民の児童虐待問題に対する関心の高まりなどから，虐待の通告件数は今後も高い水準で推移して
いくと思われるため，子どもが安心して生活できるよう，関係機関と連携を強化し，迅速かつ的確に対応することが必要である。
◆児童虐待の未然防止については，経済的に不安定な家庭が増加していることなどを背景として，虐待のリスクの高い家庭が増加
傾向にあるため，虐待を発生させない取組が必要である。

市民意識調査（重要度・満足度）

◆子どもの人権を尊重するため，虐待防止事業により児童虐
待防止についての普及・啓発を行うとともに，地域や学校等に
おける未然防止，早期発見の充実強化に努めている。
◆児童虐待に対する総合的な支援の充実のため，家庭児童
相談室の相談体制の充実や，母子保健事業との連携による未
然防止・早期発見を図っている。また，虐待が発見された場合
には，関係機関と連携し，再発の防止や養育の改善のため，
早期に個々の事例への適切な支援を図っている。

◆通告による児童虐待件数は，児童虐待問題への市民の関心の高
まりから通告件数が増加しており，H19比で約６割増となっている。
⇒　H24末の状況としては，今後も同様の傾向が続き，通告件数は
高い水準で推移していくとの見通しである。
◆児童虐待防止等に関する地域組織は，過半数の地域に設置され
ている。
⇒　H24末に組織を全地区に設置することは難しい状況にあるが，
主任児童委員等を活用し地域の活動を定着させることにより，地域
組織の設置が促進されるとの見通しである。

事　　業　　名
スケジュール

児童虐待防止体制の充実

事業の進捗状況とH24末の見通し 課題



３　施策を構成する事務事業の活動指標

H20 H21 H22 H23 H24

実績 実績 実績 実績

77 69 62 56 50

115 98 140 108

2,500 3,000 3,400 3,700 4,000

3,838 3,405 4,405 5,258

－ － 100 100 100

－ － 100 100

7 7 7 7

6 7 9 10

100 100 100 100 100

96.3 98.9 94.7 96.9

85 100 100 100 100

81.0 86.5 87.1 90.4

100 100

89.0

再掲

再掲

事業名

虐待防止事業

家庭児童相談室

養育支援訪問事業

児童自立生活援助事業補助金

こんにちは赤ちゃん事業

すこやか訪問事業

№

1

2

3

ー

ー

AH13
組織での対応により，健全育成が図られた
児童数

人
児童（１
８歳未
満）

警察や児童相談所からの措置による入所とすることが出来るため
平成２４年度から廃止とする。

拡大
健診未受診児は，社会的孤立などから，虐待に陥るリスクが高い
ことから，保護者の育児の様子や児の発育状況などを把握するた
めに，他事業と連携を図りながら実施する。

4ヶ月児健
診，10ヶ月
児健診，1
歳6ヶ月児
健診，3歳
児健診の未
受診児とそ
の保護者

H23 未受診児の状況把握率 ％

生後4か
月までの
乳児とそ
の保護者

H19

訪問面接率

A 継続
多様化・複雑化する相談に対応し，児童や保護者に，適切な支援
を行うため，臨床心理士の活用を図る。

継続
出産後の育児支援や虐待の未然防止に有効な事業であることか
ら，全戸訪問による面接率の向上と訪問指導員の確保や資質向
上に取り組む。

B 継続

支援員を派遣し，子育ての相談・指導又は育児家児援助を行い，
適切な養育の実施を確保することは，児童虐待の未然防止に有
効であるため，こんにちは赤ちゃん事業や地域保健師拠点連携を
強化し，積極的に事業利用の促進を図る。

C 廃止

重点度
（Ａ～Ｃ）
※施策目標に
対する寄与度

事業の
方向性

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針

継続
地域における見守り体制の整備促進や母子保健事業との連携に
よる未然防止，早期発見，早期対応に努める。

開始
年度

活動指標等 単位対象者

指標の数値（上段：目標値，下段：実績値）

4

件

子育てに対
して不安や
孤立感等を
抱える家庭
又は虐待の
恐れやリス
クを抱える
家庭及び児
童が児童養
護施設等を
退所又は里
親終了後の
家庭復帰の
ための自立
に向けた支
援が必要な

家庭

H22 適切な養育確保又は他のサービス導入

児童とそ
の保護者

等
S40

相談，助言等を受け，児童の健全育成が図
られた件数

義務教育終
了後の児童
（１８歳未

満）

H15

％

％

人

訪問実施率

事業対象となった児童のうち社会的自立が
できた人数

％


